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グループ内組織再編（子会社の孫会社化）に関するお知らせ 

 

記 

 

当社は、株式譲渡の方法をもって当社の連結子会社である株式会社 CRAZY KITCHEN（以下、

「CK」といいます。）を、2026 年４月 1 日付けで当社の子会社であるボンディッシュ株式会社（以

下、「ボンディッシュ」といいます。）の完全子会社（当社の孫会社）とすること（以下、「本組織再編」

といいます。）を決定いたしましたので、お知らせいたします。 

本組織再編は、BtoB サブスク事業（給食事業）を展開するシダックスグループ主要各社の完全子

会社化、主要各社間での吸収合併に続く、グループ内組織再編の一環として実施するものです。 

なお、本組織再編は当社の連結子会社間で行われる組織再編であるため、開示事項・内容を一部

省略しております。 

 

１. 本組織再編の目的 

ボンディッシュは、社員食堂の運営や法人向けケータリングの実績を通じ、大規模でも安定した品質

と運用体制をお届けすることができる点を強みとしております。一方、CK はラグジュアリーブランド等の

イベントケータリングにおいて、ブランドの世界観を読み解き、体験として設計、表現する演出力に強

みを持っております。今後、ボンディッシュが「法人向けケータリングの総合カンパニー」として、日常の

食事から特別なイベントまでを網羅した事業拡大を目指していくうえで 、CK が持つ「ブランド体験の

再現性」や「高付加価値な演出ノウハウ」は、ボンディッシュの提供価値をより一層引き上げられると

判断し、CK をボンディッシュの子会社とすることを決定いたしました。 

また、当社グループは、BtoB サブスク事業の強化を掲げ、シダックスグループの統合等を通じた経営

資源の集約を進めております。本組織再編は、運営体制の一本化によるバックオフィス機能の統合

と管理コストの低減を促進するものです。これらを通じた将来的なキャッシュ・フローの最大化により、

グループ全体の企業価値向上を目指してまいります。 



２. 異動する連結子会社から連結孫会社とする会社の概要 

(1) 名 称 株式会社 CRAZY KITCHEN 

(2) 所 在 地 東京都品川区中延六丁目３番１７号平沢ビル１Ｆ 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役 土屋 杏理 

(4) 事 業 内 容 ケータリングサービス事業等 

(5) 資 本 金 5 百万円 

(6) 設 立 年 月 日 2015 年 11 月 16 日 

(7) 決 算 期 3 月 31 日 

(8) 持 株 比 率 オイシックス・ラ・大地株式会社 100% 

(9) 直近 3 年間の財政状態 

 決 算 期 2023 年 3 月期 2024 年 3 月期 2025 年 3 月期 

 総 資 産 36 百万円 32 百万円 31 百万円 

 純 資 産 4 百万円 4 百万円 4 百万円 

 

３. 株式譲渡先（連結子会社）の概要 

(1) 名 称 ボンディッシュ株式会社 

(2) 所 在 地 東京都千代田区一ツ橋一丁目 2 番 2 号 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 上形 秀一郎 

(4) 事 業 内 容 ケータリングサービス事業等 

(5) 資 本 金 50 百万円 

(6) 設 立 年 月 日 2003 年 3 月３日 

(7) 決 算 期 12 月 31 日 

(8) 持 株 比 率 オイシックス・ラ・大地株式会社 52% 

 

４. 譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡前後の所有株式の状況 

異 動 前 の 所 有 株 式 数 5,000 株（所有割合 100％） 

譲 渡 株 式 数 5,000 株 

異 動 後 の 所 有 株 式 数 ０株（所有割合０%） 

※譲渡価額につきましては、BtoB サブスク事業における今後の事業展開及び営業戦略上の観点

から、非開示とさせていただきます。 

 

５. 日程（株式譲渡先） 

(1) 取 締 役 会 決 議 日 2026 年３月 26 日 

(2) 契 約 締 結 日 2026 年３月 31 日 

(3) 株 式 譲 渡 実 行 日 2026 年 4 月 1 日（予定） 



 

６. 今後の見通し 

本組織再編は、当社の連結子会社間における株式譲渡であり、連結決算の対象範囲に変更がな

いことから、当社の連結業績に与える影響は軽微です。 

以上 


